
訪問介護事業所の倒産・廃業が急増するなか、中央社保協が 4 月から全国に呼びかける「訪

問介護費の引き下げ撤回と介護報酬引き上げの再改定を早急に求める」請願陳情は 10 月 29 日

現在、少なくとも全国 151 自治体で採択され、国に対する意見書は 149 本まで広がりました。 

都道府県議会では少なくとも 9 県議会で訪問介護の報酬引き上げや財政措置を求める意見

書が採択されました。（以下）10 月だけで 5 県議会（⾧野、新潟、奈良、香川、沖縄）で採

択に。県議会レベルで訪問介護の窮状が深刻に受け止められる事態が広がっています。引き

続き各地域の訪問介護をはじめとする現場の声を国や自治体に届けていきましょう。 
 

◆岩手県議会（7 月 4 日採択）（https://iwatekengikai.gijiroku.com/g07_Seigan.asp） 

訪問介護費の引き下げ撤回と介護報酬引き上げの再改定を早急に行うことを求める意見書 

◆埼玉県議会（7 月 5 日採択）介護サービス事業者の安定的な運営確保の推進を求める意見書 

 （https://www.pref.saitama.lg.jp/e1601/gikai-gaiyou/r0606/r0606-7.html#d） 

◆⾧野県議会（10 月 4 日採択）看護・介護職の処遇改善及び人材の確保・育成に向けた支援の強化を 

求める意見書（https://www.pref.nagano.lg.jp/gikai/chosa/teireikai/houkoku/r609/giin.html#a7） 

◆新潟県議会（10 月 15 日採択）訪問介護の基本報酬引下げ等に関する意見書 

（https://www.pref.niigata.lg.jp/site/gikai/r0609-hatugiann21.html） 

◆三重県議会（6 月 28 日採択）訪問介護の基本報酬をはじめとした介護報酬の引上げを求める 

意見書（https://www.pref.mie.lg.jp/KENGIKAI/000125209_00029.htm） 

◆奈良県議会（10 月 8 日採択）訪問介護事業の基本報酬引き下げを見直し、介護報酬引き上げ 

の再改定を早急に行うことを求める意見書（https://www.pref.nara.jp/67587.htm） 

◆島根県議会（7 月 3 日採択）訪問介護事業の基本報酬引き下げを撤回し、移動時間に応じた引き上げを行うと 

ともに、国庫負担割合の引き上げを財源とした介護報酬引き上げの再改定を早急に行うことを求める意見書

（https://www.pref.shimane.lg.jp/gikai/ugoki/giinteishutsu/ikensho/index.data/r0606_giin_gian_10_iken_.pdf） 

◆香川県議会（10 月 11 日採択）医療・介護・障害福祉分野における処遇改善等を求める意見書 

（https://www.pref.kagawa.lg.jp/gikai/jyoho/ketsugi/r6/0609_t05.html） 

◆沖縄県議会（10 月 22 日採択）訪問介護等の基本報酬の引上げを求める意見書 

（https://www.pref.okinawa.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/030/537/r0609giingian02.pdf） 
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